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１．公募の目的 

  我が国の社会インフラを巡っては、これまで国民の安全・安心と活力を支えてきた多くの施設で

進行する老朽化、また、年々リスクの高まる大規模地震や頻発する風水害等の災害、一方、社会情

勢としての人口減少・少子高齢化の進行といった重要且つ喫緊の課題に対し、近年の ICT 等を活用

し、効率的・効果的な対応を可能とする技術を開発し、導入することが求められています。 

 そこで、国土交通省及び経済産業省は、平成 25 年 7 月 16 日「次世代社会インフラ用ロボット開

発・導入検討会」を共同設置し、現場ニーズと技術シーズとの擦り合わせ等の検討を経て、同年 12

月 25 日に「次世代社会インフラ用ロボット開発・導入重点分野」を策定し、今後取り組むべき事項

を提示しました。そこでは、重点分野に係るロボットについて、2 カ年の現場検証及び評価を通じ、

開発・改良を促進し、3 年後の現場への試行的導入、4 年後の本格導入を目指すこととしております。 

この方針を受け、本公募は、より効率的・効果的な『維持管理または災害対応に資するロボット』

について、現場検証及び評価の対象となる実用化技術（開発中も含む）を求めるものです。 

応募された技術は、「次世代社会インフラ用ロボット現場検証委員会 専門部会」（以下、「専門部

会」という。）において、選考の上、国土交通省の直轄現場等において現場検証を行い、実用性に係

る効果及び課題について評価し、評価結果の通知・公表等を通じて、活用及び開発を促進します。 

（なお、本公募と並行して、開発途上の新技術の支援策として、ＮＥＤＯによる『インフラ維持管

理・更新等の社会課題対応システム開発プロジェクト』を実施しております。詳細は、後述の「１

０．その他」の該当箇所を参照ください。） 

 

２．公募技術 

（１）公募技術 

本公募は、より効率的且つ効果的な『維持管理または災害対応に資するロボット』として、現場

検証及び評価の対象となる実用化技術（開発中も含む）を求めるものです。ここでは、現場適用性

を十分に確認できていない技術について、現場検証・評価を通じ、その活用を促すことと、更なる

実用性を高めるための開発・改良を促すことの両面のねらいがあることから、公募の対象としては、

現場検証を通じ実用性の確認やその更なる向上が期待される実用化技術、または、短期（概ね３年

以内）に実用化が見込まれる技術とします。 

 

本公募要領では、技術を幅広く求める観点から、対象とする「ロボット技術・ロボットシステム」

（以下、「技術・システム」という）について次のとおり定義します。 

① 建設施工や関連する調査における作業の支援や、自動化・遠隔制御化を実現し、その効率、精

度、安全性などの性能向上・課題解決を可能にする技術、あるいは、それを達成するシステム 

② 通常使われている、建設施工・調査の現場で用いられる機械・機器に、何らかの新しいメカニ

ズムや制御・情報処理の機能を付加して、その機能の実現を図る技術 

ただし、計測機器を特定の箇所に一定期間設置する等モニタリングに特化した技術は、対象外と

します。 

 

 

公募する技術は、以下の［１］～［３］のいずれかまたは複数を満たす技術・システムとします。  
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［１］ダムにおいて、ゲート設備の「腐食、損傷、変形」、堤体等のコンクリート構造物の「損傷等」

及び洪水吐き水叩き部の「洗掘等」について潜水士による近接目視の代替または支援ができる

技術・システム 

【基本要件※１】 

① 水が濁っていても、画像、照明技術、レーザー、音響等を使用して状態把握ができる。 

② 従来の方法（潜水士による点検等）に比して、点検に掛かる費用と効果を総合的に鑑みて優位

となる。（点検に必要な設置及び撤去も含めた掛かる費用及び時間、点検により把握できる内容、

維持管理上の効果等を総合的に考慮） 

③ 技術・システム自体の機能または点検対象物等の目印を用いて、点検対象物の位置が把握でき、

その位置把握に関する精度は、ゲート設備や堤体等のコンクリート部は概ね１０センチメートル

以内、洪水吐き水叩き部は概ね１メートル以内とする。（ここでの位置把握は、当該技術・シス

テムを用いた点検に基づく詳細調査や補修、経年変化の把握のために必要なもの） 

④ 水の濁度、水流、流木の存在等の現場条件は、現場検証候補箇所における現場検証時期のもの

を想定している。（別紙－１「検証候補地」 参照） 

※１ 上記の基本要件は、全てを満たすことを原則とします。（以降の基本要件も同様） 

 

【公募技術に期待する項目※２】 

 ［共通事項］ 

⑤ 点検範囲（点検対象物の位置）が、より深く（水深４０ｍ以上を想定）まで対応できる。 

⑥ 点検内容を履歴管理でき、継続的にデータ保管し、点検時毎の経年変化が比較できる。 

⑦ 点検に際して、自動航行或いは自律制御できる。 

⑧ 現場への搬入、設置及び撤去が容易である。 

⑨ 今回の検証現場以外でも、より多くの現場において効果を発揮できる。（汎用性） 

⑩ 点検箇所の清掃（点検対象に堆積した土砂等の除去）ができる。なお、清掃対象物が塗装さ

れている場合は、その塗膜の健全性を損なわないこと。 

⑪ 点検の阻害となる障害物（流木、砂礫、ゴミ等）を回避或いは除去できる。 

 ［堤体や洪水吐き部等のコンクリート構造物に関すること］ 

⑫ コンクリート構造物表面の劣化状況等が面的に確認できる。 

⑬ クラック等が確認された場合は、その幅及び長さや漏水の有無について簡易な測定ができる。 

⑭ 洗掘の広さ及び深さが確認でき、その全体状況を視覚的に分かりやすく表示できる。 

 ［ゲート設備に関すること］ 

⑮ ボルトやナットの緩み、または、ガイドレールやワイヤーの腐食や損傷度合いについて、潜

水士による触診での確認を代替または支援できる。 

⑯ 放流管に設置されたスクリーンの塵芥の付着状況を確認できる。また、その付着した塵芥を

除去できる。 

⑰ ゲート設備等の鋼材部において、板厚測定ができる。また、測定にあたり、塗膜除去及び補

修上塗り（錆落とし、ケレン等）ができる。 

※２ 上記の項目については、現在の水中維持管理で課題となっている項目で、この項目全てを満たす必要

はありませんが、今回の公募において重視される評価項目です。ただし、ここに記載する項目に限定す

るものではなく、応募者からの提案を踏まえ、効果が期待される項目については、適宜、評価の指標と

します。（以降の公募技術に期待する項目も同様） 
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［２］ダムの貯水池において、堆砂等の「堆積物の状況」について全体像が効率的に把握出来る技術・

システム 

【基本要件※１】 

① 前述［１］の①、④に同じ。 

② 従来の方法に比して、点検に掛かる費用と効果を総合的に鑑みて優位となる。（点検に必要な

設置及び撤去も含めた掛かる費用及び時間、点検により把握できる内容、維持管理上の効果等を

総合的に考慮） 

③ 技術・システム自体の機能を用いて、堆積物の位置が把握でき、その位置把握に関する精度は、

概ね 1 メートル以内とする。 

④ 対象とする技術・システムとしては、水中の点検対象物に近接する方法に限定するものではな

く、水面付近等からの計測による方法も含まれる。 

 

【公募技術に期待する項目※２】 

⑤ 前述［１］の⑤～⑨、⑪に同じ。 

⑥ ダム湖内の全体の堆砂量の経年変化が把握できる。 

⑦ 総合土砂管理等に資するため、堆積物の物性（粒度など）が把握できる。 

⑧ ダム湖内の堆砂等の全体状況の把握のため、視覚的に分かりやすく表示できる。 

 

 

［３］河床の「洗堀等」について、全体像が効率的に把握できる技術・システム。また、河川護岸に

おいて、「コンクリート部の損傷、うき・剥離・剥落、豆板や、コールドジョイント部のうき・

剥離・剥落等」について、潜水士による近接目視の代替または支援ができる技術・システム 

【基本要件※１】 

① 前述［１］の①、②、④、及び、［２］の④に同じ。 

② 技術・システム自体の機能または点検対象物等の目印を用いて、点検対象物の位置が把握でき、

その位置把握に関する精度は、河床に関しては概ね 1 メートル以内、河川護岸に関しては概ね

10 センチメートル以内とする。（ここでの位置把握は、当該技術・システムを用いた点検に基づ

く詳細調査や補修、経年変化の把握のために必要なもの） 

③ 河川の平常時の状態（風水害等に伴う増水や濁水が無い状態）において対応ができる。 

 

【公募技術に期待する項目※２】 

④ 点検対象物の位置が、より深く（水深２０ｍ以上を想定）まで対応できる。 

⑤ 前述［１］の⑥～⑪に同じ。 

⑥ 洪水中や洪水直後などのより速い流れや濁水環境においても点検できる。 

⑦ 洗掘の全体状況の把握のため、視覚的に分かりやすく表示できる。 

 

 

（２）応募技術の条件等 

応募技術に関しては、以下の条件を満たすものとします。 

１）現場検証対象技術の決定、現場検証及び評価に関わる者（専門部会、事務局等）に対して、応

募技術の内容を開示しても問題がないこと。 

２）応募技術を現場検証する上で、関係する法令に適合していること。 
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３）応募技術を、本公募における現場検証及び評価を行う、または、公共事業等の一般的な調達手

続きで活用する場合に、特許権等の権利が障害や制約にならないこと。 

 

３．応募資格 

応募者は、以下の２つの条件を満足するものとします。 

・「個人」、「民間企業」または「大学等※３」であること（ただし、「個人」及び「大学等」につ

いては、３年以内の実用化を目指し、民間企業と共同開発している場合に限る）。 

※３ 大学等とは、国公私立大学、高等専門学校、国立試験研究機関、公立試験研究機関、特殊法人、独立行政法

人、社団法人、研究組合等をいいます。 

・予算決算及び会計令第７０条（一般競争に参加させることができない者）、第７１条（一般競

争に参加させないことができる者）の規定に該当しない者であること。並びに警察当局から、

暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずるものとして、国土交通省発注工事等か

らの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

 

４．応募方法 

（１）資料の作成及び提出 

応募資料は、別添応募資料作成要領に基づき作成し、郵送または持参にて提出してください。 

（２）提出（郵送）先 

〒100−8918 東京都千代田区霞が関2-1-3 

国土交通省 総合政策局 公共事業企画調整課 ロボット技術公募担当宛 

 

５．公募期間 

平成２６年４月９日(水)～平成２６年５月２８日(水)（当日消印有効） 

 

６．ヒアリング等 

提出された応募資料で不明な箇所が有る等の場合は、ヒアリング等を実施することがあります。

なお、ヒアリング等を実施する場合は、ヒアリング等の実施時期、方法及び内容等について、別途、

連絡調整します。 

 

７．現場検証対象技術の決定 

（１）決定方法  

応募資料及びヒアリング等に基づき、以下の事項を確認の上、現場検証及び評価に適しているか

どうかを判断し、現場検証対象技術を決定します。 

１）公募技術（基本要件等）、応募資格等に適合していること。 

２）現場検証にあたり安全性等に問題がないこと。 

３）応募方法、応募書類及び記入方法に不備がないこと。 

ただし、今回の現場検証を行うことができる数に限りがあることから、応募資料及びヒアリング

等に基づき、より現場検証に適していると判断される技術から選考する場合があります。 

（２）決定結果の通知・公表 

応募者に対して決定されたか否かについて文書で通知します。また、決定された技術については、

適宜、協議の上、可能な範囲で国土交通省ホームページ上に公表します。 

決定結果の通知・公表の時期は、平成２６年６月頃を予定しておりますが、応募状況等により変
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更する場合があります。 

（３）決定通知の取り消し 

決定の通知を受けた者が次のいずれかに該当することが判明した場合は、通知の全部または一部

を取り消すことがあります。 

１）決定の通知を受けた者が、虚偽その他不正な手段により決定されたことが判明したとき。 

２）決定の通知を受けた者から取り消しの申請があったとき。 

３）その他、決定通知の取り消しが必要と認められたとき。 

 

８．現場検証 

決定された技術は、次のとおり現場検証を行います。 

（１）検証場所、検証方法及び検証期間 

検証現場及び検証方法については、別紙－１で示す検証候補地に対する各応募者からの場所及び

方法に係る提案を踏まえて、適宜、協議の上、決定します。ただし、応募技術の特性や現場状況等

に因っては、検証候補地以外の場所で現場検証を実施する場合があります。 

検証期間は、平成２６年１０月から１２月を予定しておりますが、現場状況等により変更する場

合があります。 

なお、応募技術の開発状況や現場状況等に因って、現場検証の実施が困難と見込まれる場合は、

協議の上、現場検証を実施しないことがあります。この場合、当該技術に対する評価は実施致しま

せん。 

（２）検証の費用負担 

応募する技術の検証に係る費用として、以下の項目は事務局が負担し、それ以外は応募者の負担

とします。不明な点は、適宜、協議の上、決定します。 

・応募技術の優位性等を確認するために従来技術との比較が必要と判断される場合、その比較の

ために従来技術により点検する場合に掛かる費用 

・応募技術の現場検証において、基本要件に対する達成度等の評価のために評価者側が行う測定

に掛かる費用 

・検証現場における共通する安全確保に必要な費用（ただし、応募者が本来実施すべき安全確保

は除く。また、現場検証に係る応募者の保険は、応募者の負担とする。） 

・その他、応募者の負担とすることで、応募者間に過度の不公平が生じる費用 

（３）現場検証の公開 

   現場検証は原則として公開で行います。詳細は各現場検証の実施に際して決定します。 

 

９．評価 

 現場検証の結果を踏まえて、次のとおり評価を行います。 

（１）評価の目的 

  社会インフラの重要な課題解決に資するロボットについて、現場検証を通じた評価を行うことで、

より実用性を高めるための開発・改良を促し、また、優れたロボットについては現場での活用・普

及を促進する。 

（２）評価の視点 

  次の視点を基本として、各技術の特性に応じて評価を行います。 

  １）「２．公募技術」における「基本要件」及び「公募技術に期待する項目」に対する達成度 

  ２）１）以外で、現場検証を通じて把握された課題及び効果 
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  ３）今後の開発・改良に向けた発展性 

（３）評価結果の通知・公表 

・各応募技術に係る評価結果は、各応募者に対して通知するものとします。 

・また、評価結果について、NETIS（新技術情報提供システム）等の情報共有システムを活用して、

効果的な活用または改良・開発を目的に、可能な範囲で一般公開を行います。 

・なお、上記の公開範囲については、各応募者と協議の上、決定します。 

 

１０．その他 

（１）資料の作成及び提出に要する費用は、応募者の負担とします。 

（２）応募された資料は、本公募に係る現場検証対象技術の決定、現場検証及び評価以外に無断で使

用することはありません。 

（３）応募された資料は返却いたしません。 

（４）決定の過程において、応募者には応募技術に関する追加資料の提出を依頼する場合があります。 

（５）決定された技術の検証にあたり、応募者にはその技術に関する詳細な技術資料の提供を依頼す

る場合があります。 

（６）公募技術に関する問い合わせに関しては以下の通り受け付けます。 

１）問い合わせ先（事務局） 

〒100−8918 東京都千代田区霞が関2-1-3 

国土交通省 総合政策局 公共事業企画調整課 ロボット技術公募担当 

E-Mail: robotech@mlit.go.jp 

※原則、上記E-mailにてお問い合わせください。 

これにより難い場合は、下記電話またはＦＡＸにてお問い合わせください。 

  (電話；課内直通) 03-5253-8286 （ﾌｧｯｸｽ；課内直通）03-5253-1556 

２）期 間：平成２６年４月１０日（木）～平成２６年５月２３日（金） 

（土・日・休日を除く平日の9:30～17:00 までとします。ただし12:00～13:00 は除きます。） 

（７）本公募と並行して、開発途上の新技術の支援策として、ＮＥＤＯによる『インフラ維持管理・

更新等の社会課題対応システム開発プロジェクト』（以下、「ＮＥＤＯプロジェクト」という）を

実施しております。 

   ・ＮＥＤＯプロジェクトへの参画にあたっては、本公募への応募を必須としております。詳し

くは、ＮＥＤＯホームページをご覧ください。 

   ・なお、本公募への参画にあたっては、ＮＥＤＯプロジェクトへの参画を必須としてはおりま

せん。 
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（別添） 

応募資料作成要領 

 

Ⅰ 応募に必要な書類 

応募にあたっては、以下の資料を提出してください。様式については、国土交通省ホームページ

（http://www.mlit.go.jp/・・・・・・）よりダウンロードしてください。 

応募資料に使用する言語は日本語とします。やむを得ず他国の資料を提出する場合は、日本語で解

説を加えてください。 

①申請書 （様式－Ａ）  ※1枚で収めてください。 

②技術概要書 （様式－Ｂ）※各様式1枚で収めてください。 

③技術特性チェックシート（様式－Ｃ） ※適宜、必要な数だけ行を追加してください。 

④添付資料（任意） 

⑤電子データ（様式－Ａ，様式－Ｂ，様式－Ｃ及び添付資料の電子ファイルを収めたＣＤ－Ｒ） 

※提出資料①②③④はＡ４判としてください。ただし、④については原則Ａ４判としますが、パンフ

レット等でＡ４判では判読できない等の不都合が生じる場合は、任意の大きさで提出してください。

また、④には通し番号を記入してください。 

※①②③④は、左上角をＷクリップで留め、まとめて１冊とし、合計３部（正１部、副２部）提出し

てください。なお、⑤は１部提出してください。 

 

  

http://www.mlit.go.jp/


 

8 

 

Ⅱ 各資料の作成要領 

 

Ａ 次世代社会インフラ用ロボット開発・導入の推進 現場検証申請書  （様式－Ａ） 

・応募者は、「個人」、「民間企業」または「大学等」とします（ただし、「個人」及び「大学等」

は、３年以内の実用化を目指し、民間企業と共同開発している場合に限る）。応募者が「個人」の

場合は、所属先と役職並びに氏名を記入の上、本人の印を押印してください。応募者が「民間企業」

または「大学等」の場合は、企業または大学等名とその代表者の役職並びに氏名を記入の上、公印

または代表者の印を押印してください。なお、申請書のあて先は「〒100−8918 東京都千代田区霞

が関2-1-3 国土交通省 総合政策局 公共事業企画調整課 ロボット技術公募担当宛」とします。 

・「対象分野」は、該当する分野を１つ選択（□を■に）してください。 

 （同じ応募技術が、複数の分野に共通する場合であっても、分野毎に分けて記入してください） 

・「１．公募技術」は、公募要領「２．公募技術（１）公募技術」の［１］～［３］で示された「番号及

び文言」を、そのまま記入してください。１つの技術が［１］～［３］を複数満たす場合は、同様式に

まとめて複数記入してください。なお、様式－Ｂは、［１］～［３］について、個別に記入してくださ

い。 

・「２．技術名称」は、３０字以内でその技術の内容及び特色が容易に理解できるものとし、商標

等も記入してください。 

・「３．担当窓口（決定結果通知先）」は、応募にあたっての事務窓口・連絡担当者１名を記入し

てください。 

・「４．共同開発者」は、共同開発を行った応募者以外の個人や民間企業、大学等、行政機関につ

いて記入してください。なお、共同開発者がいない場合は、記入する必要はありません。 
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Ｂ 技術概要書   （様式－Ｂ） 

・対象分野、公募技術、技術名称及び副題は（様式－Ａ）と同一にしてください。 

・１つの技術が［１］～［３］を複数満たす場合は、［１］～［３］のそれぞれについて、個別に記入し

てください。（満たす数の分だけ作成してください） 

・上記の場合、下枠に、他に満たされる番号（１～３）を記入してください。 

・技術の概要は、２００字以内で簡潔に記入してください。 

・技術特性、現場検証に関する事項、実用上の費用は、以下の目次構成にしたがって記入してくだ

さい。なお、必要であれば添付資料を添付し、参照する添付資料の番号、ページを記入してくださ

い。 

１．応募技術の特性 

他の技術と比べた優位性や特徴、評価を希望する点等について、要点のみ記入してください。 

１－１ 公募技術の【基本要件】に関する特性 

応募技術の本公募要領の「２．公募技術（１）公募技術の【基本要件】」（P.2～3に記載）に

関する特性について、要件毎に箇条書きで簡潔に記入してください。その際、応募技術・システ

ムが達成している点検、調査または施工等の能力と対応可能な現場作業条件については、必ず記

入してください。 

１－２ 公募技術の【公募技術に期待する項目】に関する特性 

応募技術の本公募要領の「２．公募技術（１）公募技術の【公募技術に期待する項目】」（P.2

～4に記載）に関する特性について、要件毎に箇条書きで簡潔に記入してください。 

１－３ その他、応募技術の特性 （※任意） 

上記１、２以外の応募技術に関する特性について、要件毎に箇条書きで簡潔に記入してくださ

い。 

２．開発状況 

 応募技術の開発状況について、該当箇所を選択（□を■に）してください。 

 開発中の場合は、開発状況及び実用化の目処を記入してください。 

３．更なる開発・改良事項 （※任意） 

 今回の応募（現場検証及び評価）を通じて目指している更なる開発・改良事項について、記入

してください。 

４．検証場所に関する提案 

 別紙－１で示す検証候補地に対する希望場所を、「記号にて」記入してください。 

 複数場所の記入が可能です。 

 なお、希望する箇所で現場検証をする際の、施設利用、運搬、設置、費用に関する条件等の留

意事項があれば、記入してください。 

５．検証方法に関する提案 （※任意） 

 応募技術の特性を把握するため、希望する検証場所における検証方法に関する提案があれば、

記入してください。 

※ 上記４，５の提案を踏まえ、現場検証場所、検証方法等について、協議の上、決定します。 

６．実用上の費用 

応募技術の経済性に係る評価を行うために、実用上の費用の記入を求めます。このため、応

募技術を実用（実務）上で活用する際に掛かる概略費用（※見込みも含む）を記入してください。 
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費用は、現場作業と机上作業について、労務費と資機材費に分けて記入してください。 

現場作業には、当該技術・システムを現場で活用するために必要な運搬、設置、操作、撤去

等の全作業の労務及び資機材に掛かる費用と共に、その根拠となる単価、時間及び施工数量等に

ついても、可能な範囲で明記してください。なお、その際の想定現場は、別紙－１で示す検証候

補地の希望する候補地（１箇所）としてください。 

資機材費としては、販売、レンタル、自社保有等の調達方法について、可能な範囲で明記し

てください。 

机上作業には、「計画策定」、「点検または調査結果の整理」（災害応急復旧については不

要）、「点検または調査結果の解析」（災害応急復旧については不要）、「報告書作成」を含む

ものとしてください。 

橋梁及びトンネルの維持管理に係る積算にあたっては、「設計業務等標準積算基準書」（第

３節 道路施設点検業務）を参考としてください。 

 

【参考】 

・特許取得情報は、応募技術の実施に必要な特許及び実用新案等の情報に関して、該当箇所を選

択（□を■に）してください。 

・建設技術審査証明等は、応募技術が過去に建設技術審査証明事業における審査証明書、または、

民間開発建設技術の技術審査･証明事業認定規定（昭和62 年建設省告示1451 号）に基づく審査

証明書を取得されている場合は必要事項を記入してください。また、応募技術が過去に建設技術

評定規定（昭和53年建設省告示976 号）を取得されている場合も必要事項を記入してください。 

・上記以外で、応募技術の性能保証範囲を示すために検証や評価の実績（自主的な性能検証等も

含む）がある場合、その内容を記入してください。その際、性能検証等の具体の方法が分かる資

料を添付してください。（添付資料－４） 

・活用実績は、応募技術がこれまで実用上活用された場合、その活用実績件数をそれぞれの機関

毎に記入してください。 

・添付資料一覧は、添付する資料名を本様式に記入してください。 

添付資料－１：応募技術のパンフレット 

添付資料－２：特許等の公開・公告された写し（特許等を取得している場合） 

公開特許公報のフロントページ（特許番号、発明の名称が記載されているペ

ージ）のみをコピーしてください。 

添付資料－３：公的機関の評価等の写し（技術審査証明･技術評価等を取得している場合） 

添付資料－４：応募技術の性能検証等の方法が分かる資料 

上記添付資料を含め、１つの添付資料の枚数はＡ４ 判１０枚（パンフレット等で片面コピー

では機能が維持できない場合を除き片面コピーを原則とする）程度以内とします。 

なお、各添付資料の先頭に添付資料番号（例：添付資料－１）を付けてください。ただし、添

付資料－１～４の中で該当する資料がない場合は、添付資料番号を繰り上げないでください。添

付資料－１～４以外の資料がある場合は、添付資料－５から順番に添付資料番号をつけてくださ

い。 

また、応募技術を説明する動画の添付も可能とし、そのＵＲＬ（リンク先）がある場合はそれ

を記入し、また、電子データを添付する場合は提出用のＣＤ－Ｒに保存してください。（添付す

る動画ファイル形式は「MPEG-4」、動画再生時間は「10分以内」としてください。） 
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Ｃ 技術特性チェックシート  （様式－Ｃ） 

・応募技術の本公募要領の「２．公募技術（１）公募技術の【基本要件】及び【公募技術に期待す

る項目】」（P.2～3に記載）に示す要件及び項目について、該当する全てを記入してください。 

・その他、応募技術の特性として、上記以外の応募要件に関する特性があれば、記入してください。 

・なお、様式－Ｂでは、上記の同要件及び項目等について、「要点のみ」の記入とし、この様式―

Ｃでは、「該当する全ての内容」を記入してください。 

・必要であれば添付資料を添付し、参照する添付資料の番号、ページを記入してください。（様式

－Ｂと共通の添付資料でも構いません。） 

 

 


